災害ボランティア緊急時県外活動支援事業補助金募集要項
（令和６年能登半島地震・奥能登豪雨）

１　事業の目的
　　令和６年能登半島地震・奥能登豪雨の被災地等における、被災者のニーズに対応するため、専門的な知識や技能、経験を有するボランティア団体等が行う災害ボランティア活動を支援することを目的とします。

２　事業実施期間
　　令和６年１０月４日～令和７年３月３１日

３　補助対象事業者
　　原則として、次に掲げる要件に適合する団体・グループとします。（地方公共団体を除く）
　ア　福井県にお住まいの方、または通勤・通学している方で構成する者で構成する団体・グループまたは個人による活動であること（ただし、中学生以下のみで構成する団体・グループは除く）
　イ　営利を目的としないものであること
　ウ　自己責任・自己完結を徹底し、ニーズの把握も含め活動受入先との調整は自らの組織・団体・グループにおいて責任を持って行うものであること
　エ　暴力団または暴力団員の統制の下にある団体・グループではないこと

４　補助対象事業
　　専門的な知識や技能、経験を活かし被災地を支援するボランティア活動（いわゆる技術系災害ボランティア）で、次に掲げる要件に適合する事業を対象とします。（ただし、被災地の視察・見学および物資や義援金の運搬・配布を主たる目的とする活動や、業務で行う被災者支援活動は対象外）
　ア　交付決定日以降に実施され、令和７年３月３１日までに完了する事業
　　　（令和６年１０月４日から令和６年１１月２９日までの活動については、交付決定前の実施が可能。ただし、交付申請書は１１月２９日までに提出）
　イ　被災者等の要請がある活動であること（福井県内での活動も含む）
　　　被災地の自治体・災害ボランティアセンター等の公的機関または地元地区住民団体など被災者からの要請、受入の了承を得ていること
　　　※被災自治体・現地災害ボランティアセンターが活動の受入（問合せ）窓口を設けていない場合、申請者から直接被災自治体・現地災害ボランティアセンターに受入可否の問合せをしないこと
　ウ　被災者の負担とならないよう、準備から片付けまで含め必要作業を申請者自身ですべて行える自己完結型の活動であること
　エ　被災自治体が活動の受入方法について方針を示している場合は、原則としてこれに従うこと
　オ　県や県の事業を実施する団体の制度で補助金等を受ける場合は、補助対象事業としない
　カ　国や市町などの他の制度で補助の対象となっている事業についても、本事業の対象となるが、他の制度で補助を受けていない部分の費用を対象に補助する（他の助成を受けていても、経費の切り分けが適正に行われていれば応募は可能です。なお、他の助成制度の交付要綱等の規定に抵触しないようにしてください。）
　キ　宗教活動または政治活動（政策提言活動を除く）を目的とする活動を除く 

５　補助対象経費、補助率および補助上限額
　　ボランティア活動に直接必要な経費で、補助率および補助上限額は表１のとおりです。
　　補助の対象とする経費は、旅費、消耗品費、燃料費、通信運搬費、保険料、委託料、使用料および賃借料、その他事業を実施するために特に必要と認められる経費とします。（表２）
なお、審査の上、補助金額を減額することもありますので、ご留意ください。

表１
	補助対象経費
	補助率
	１申請あたりの補助上限額

	ア　災害ボランティア活動に必要な資機材およびその輸送に要する経費
イ　災害ボランティア活動従事者の安全・健康対策に要する経費
ウ　その他、災害ボランティア活動に関する
経費で特に必要と認めるもの。
	定額
	上限２５０千円



表２
	区分
	補助対象の例

	旅費
	被災地までの交通費

	消耗品費
	支援活動に必要な資機材、事務用品など

	燃料費
	車両および重機等燃料、機械燃料など

	通信運搬費
	携帯電話通話料、郵便料など

	保険料
	災害ボランティア活動保険など

	委託料
	バス運行委託など

	使用料および賃借料
	車両および重機等借上げ、テント借上げ、会場使用料など

	その他
	事業を実施するために特に必要と認められる経費



　※１　実績報告時に領収書等の証拠書類を提出していただきます。領収書等で当該事業経費として使用したことが確認できないものは対象経費となりません。
　※２　補助事業者構成員への謝礼・賃金の支払いは、対象経費となりません。
　※３　被災者個人への配布だけを目的とした物品購入費または商品として販売することを目的とした物品購入費は、対象経費となりません。
　※４　補助対象経費等に疑義が生じた場合は県民協働課に事前協議し、了承を得てください。
　※５　高速道路利用料無料化措置のための災害派遣等従事車両証明書を発行しますので、高速道路を利用する場合は事前にご連絡ください。ただし、高速道路利用料無料化措置が終了する場合があります。
	＜補助金の対象とならない経費の例＞
　賃金（アルバイト等）、食糧費（スタッフ、ボランティアの食事代等。ただし、安全衛生対策としての飲料は対象とする。）、修繕料、備品購入費、寄附金等



６　事業実施の方法
（１）事前相談・申請
　　　審査時に対象経費等の確認を行います。事務手続を迅速に行うため、可能な限り申請前に対象経費、対象事業に該当するか等ご相談ください。できるだけメールによりご相談をお願いします。
　　　なお、申請は、原則として活動開始予定日の１０日前までに行う必要がありますので、早めのご相談をお願いします。活動開始前に申請がなかった場合、補助金は交付されませんのでご留意ください。ただし、令和６年１０月４日から令和６年　１１月２９日までの活動については、事業実施後の申請が可能です。その場合も、交付申請は１１月２９日までに行う必要があります。

　　　《受付・相談窓口》
　　　　福井県未来創造部県民協働課（県庁７階）
　　　　　住所：〒910-8580　福井県福井市大手３丁目17-1 
　　　　　TEL：0776-20-0237  E-mail: kenmin-kyodo@pref.fukui.lg.jp
　　　　＜受付時間＞月曜日～金曜日　8:30～17:15
　　　　＜閉 庁 日＞土日、祝日、１２月２９日～１月３日

（２）交付申請
　　ア）申請書類
交付申請書（様式第１号）に関係書類を添えて提出してください。（ 様式は、県民協働課のホームページからダウンロードできます。）
　　イ）申請および受付窓口
　　　　福井県未来創造部県民協働課に、原則として活動開始予定日の１０日前までにメールにてご提出ください。（郵送による提出も可能ですが、１０日前までに到着する必要があります。）
　　　　ただし、令和６年１０月４日から令和６年１１月２９日までの活動については、事業実施後の申請が可能です。その場合も、交付申請は１１月２９日までに行う必要があります。

（３）審査および交付決定
　　　交付申請で提出された書類を審査した結果、要件を満たし、かつ具体性や実現可能性からみて特に支障がない場合は、交付決定をして通知します。

（４）変更交付申請
　　　補助事業者で、事業の内容を変更するときは、県と協議の上、変更交付申請書を提出してください。（様式および関係書類は、交付申請書（様式第１号）に準ずる。）
　　　なお、事業が中止となった場合は、原則として補助できないため、御留意願います。

（５）完了実績報告
　　　補助事業者は、支援を受けた事業の終了した日（事後申請の場合は交付決定日）から２０日を経過した日または翌年度４月１０日のいずれか早い日までに、実績報告書（様式第３号）に関係書類を添えて提出してください。 
　　　なお、補助事業者の活動経過や結果について、県のホームページ等で公表する場合がありますので、実績報告書に添付する写真は、公表可能なものを提出してください。
　　
（６）補助金の額の確定
　　　提出を受けた（５）実績報告書が，附した条件に適合するものと認められたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補助事業者に通知します。

（７）補助金の交付
　　　（６）補助金の額の確定通知を受けた補助事業者は、請求書（様式第４号〉を提出してください。その後、補助金を交付します。

７　証拠書類の保存
　　補助対象事業に係る証拠書類を整理し、補助事業が完了した日の属する県の会計年度の終了後５年間保存してください。
